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研究内容 
［１］高齢者・障害者の避難に関する研究 
・災害時に高齢者・障害者（要配慮者）は家族以外
の人と同じ場所にいることが困難等の理由から避
難所に行かず、危険な家屋であっても在宅避難し
ているという課題が報告されている [6]。 

・福祉避難所の設置・運営に関わった自治体にイン
タビュー調査を行い、要配慮者のニーズに合った
避難に必要な要素に関し、情報収集を行った。 

・福祉避難所を利用した人は少数、福祉避難所の備 
品・設備が不十分、一般避難所の福祉スペース活 
用について確認した。今後、福祉避難所および一
般避難所の福祉スペースのあり方の検討が必要で
ある。介護者、物資・医薬品等が適切に配置でき
るような仕組づくりも求められている。 

・今後、高齢者数増加に伴い、発災時に高齢者の在 
宅避難者が増加することが想定される。要配慮者 
における在宅避難者がどのような人たちなのか、 
課題は何かなど、在宅避難者に関する実態を明ら 
かにする必要がある。実態をタイムリーに効率よ
く情報収集する仕組および訪問介護の早期復旧等
の在宅避難者支援の仕組を確立する必要がある。 

・地域住民と自治体の協働による個別避難計画を作 
成していく重要性が示された。行政、医療機関、 
介護施設、近隣住民、本人、家族・介護者の役割 
は明確になっているか、在宅避難者の対応も含め、 
発災時に機能する計画となっているかなどの検証 
が必要である。 

 

［２］高齢者の大規模データを用いた災害疫学研究 
・ソーシャル・キャピタル（SC：人とのつながり）
が防災対策実施を促す可能性が示されている。 

・高齢者、社会経済状況（教育年数、所得等）が低
い個人や地域は、災害に対する脆弱性が高いこと
が報告されている。 

・「仙台防災枠組 2015-2030」には発災時に高齢者の
安全確保・健康への悪影響を最小限にすることの
重要性が示されている。 

・日本の高齢者の大規模データを用い、個人・地域
レベルの SC および社会経済状況が、個人の防災
対策とどのように関連するかを定量的に検証し
ている。 

・高齢者の中でも特に災害リスクが高い人が多い地
域が明らかになる。 

・地域レベルの SC や社会経済状況が低いにもかか
わらず、個人の防災対策が良好な市町村等を特定

し、現地調査を行い、今後の対応指針を開発して
いく。 

 

［３］災害情報オープンデータ確立に資する研究 
・災害復興期に政策決定や被災者の健康状態等のモ

ニタリングに利活用できる災害情報オープンデ
ータの確立が求められている。 

・国内外の災害情報オープンデータを利活用し、災
害の被害状況（家屋被害・転居、経済状況の悪化
等）に関わらずヘルスアウトカム（主観的健康感、
生活習慣病、うつ等）が良好に保たれる要因、被
災地域と非被災地域を比較した地域単位の特徴
などについて検証している。 

・災害情報オープンデータの利活用経験を踏まえ、
既存の災害オープンデータの改善点・課題等を整
理する。日本の災害復興期に政策決定や被災者の
モニタリングに利活用できる災害オープンデー
タの整備方法を提言していく。エビデンスに基づ
いた防災分野・保健医療福祉分野の連携強化を推
進できる。 
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